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はじめに
本研究(個人研究 ・2003-2004年度)は 、戦前 ・戦時期の 日本のいわゆる国防経済体制ないし戦時経
済体制に対 してナチス期 ドイツの政策思想がいかなる影響を与えたかを明らかにすることを課題 として
いる。 日本の国防 ・戦時経済体制確立のために重要な画期 となったのは、1940・41年に大きく問題 とな
った「経済新体制」である。本稿はそこでこの「経済新体制」に注 目し、そこでのナチス的思想の受容に焦
点を合わせて考察す る。
経済新体制は、日中戦争(1937年7B勃発)の 長期化による戦時経済体制の確立のために要請された
ものであり、第二次近衛文麿内閣(1940年6月に発足)の 直前から論 じられるようにな り、1940年12
月に経済新体制確立要綱として閣議決定された。この要綱の決定にいたる経緯は、中村隆英 ・原朗のす
ぐれた共同論文1によって詳細に明らかにされている。 しかしその経過においてナチス ・ドイツの政策思
想が同時代の日本によっていかに受容 されたか、また要綱の内容にそれがどのように吸収 されたかにっ
いては一、二の部分的な指摘は存在するが、立入った分析はなされないままできた。筆者はすでにこの
点について成果の一部を公にしているが2、ここではそれを踏まえ、この問題に関する先行研究の言及を
紹介 しながら、それとの対比で筆者の研究結果の内容を説明 しよう。
(1)先行研究の諸見解
① 安藤良雄の見解 一 「ナチスのイミテーション」論一
現代 日本経済史の先駆的な研究者、安藤良雄は、その著『現代 日本経済史入門』(1963年初版)の中で、
☆政治経済学部教授
1中村隆英 ・原朗 「『経済新体制』」『年報政治学1972年・「近衛新体制」の研究』岩波書店、1973年。
2拙稿 「日本における 『経済新体制』問題 とナチス経済思想J明 治大学 『政経論叢』第72巻1号 、2003年。
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経済新体制にっいて、「新体制のイデオロギーは、本来ナチスのイ ミテーションということもあ り、ある
種のバタ臭 さ」3があったと指摘し、新体制のイデオロギーとナチズムとの結びつきを重視 していた。また
経済新体制確立要綱(以 下要綱 と略記)に関 して氏は次のように述べていた4。「またそのなかには 『公益
優先』、『職分奉公』などのスローガンが織 り込まれているが、国家社会主義イデオロギー と日本財界イ
デオロギーの妥協的産物 とい う印象を与えるもので、けっきょくはきわめて抽象的作文である。それを
貫く理論といったものにしても、 日本版ナチス理論から、マルクスくずれ、社会民主主義 くずれ、官僚
イデオロギー、さらに観念右翼的皇道経済学などの雑種 といった感 じである。」
安藤は要綱の成立過程を、一方での企画院を中心とす る 「革新的」な官僚や軍部と、他方での財界 と
の間の対立 と妥協 として捉え、前者の 「革新的」立場を 「ナチスのイ ミテーシ ョン」あるいは 「国家社
会主義イデオロギー」として理解 した。安藤の場合、それはまた「昭和研究会的革新性」と結びついてい
た。その昭和研究会の立場を安藤は、「合理的 ・科学的な政策」を志向し、そこには「資本主義の修正」を
求める「社会主義を標ぼうする人々」もふくまれていたと考えた。
安藤は、このように企画院を中心 とする 「新体制イデオロギー」の中に、 日本的に受容 されたナチズ
ムの存在を見ていた。 このナチス的なイデオロギーと 「昭和研究会的革新性」 との関係を氏がどのよ う
に理解 していたかは明らかではないが、いずれに して、 しか しそのような当初の「革新性」は要綱の決定
過程で 「骨抜き」にされ、結局先のような各種のイデオロギーの 「雑種」の一要素として残 されるに止
まった。安藤はこのように理解したのである。
② 中村隆英の見解 一昭和研究会 ・笠信太郎の影響=ソ ビエ ト方式論一
安藤についで戦時経済体制研究を高い水準に導いた中村隆英は、安藤 とは異なった見方をする。中村
は、著書 『昭和史1』(1993年)の中で、戦時経済統制に関 して 「ソ連の計画経済」や 「ナチス ・ドイツ
の経済計画」を理想化する考えがあったことを認 める5。「このような経済統制は(中略)一 部の学者やジ
ャーナ リス トの間だけではなく、官吏や軍人の間にも統制一計画経済を謳歌する雰囲気があったことに
よって促進されたことは明らかである。 ソ連の計画経済やナチス ・ドイツの経済計画等を理想化する発
想があったことは否定できないように思われる。 こうしては じめられた統制は、以後に見るよ うに、と
どまるところを知 らずに進展していったのであった。」
しか し中村は、経済新体制の構想に関しては、後者の「ナチス ・ドイツの経済計画」との関連を否定 し
た。氏は経済新体制に関して、何よりも昭和研究会の笠信太郎の著書 『日本経済の再編成』(中央公論社、
1939年)が、迫水久常 ・美濃部洋次 ・毛里英於菟らの企画院の革新官僚たちに影響を与えたことを重視す
る6。「笠の発想は当時の企画院の中央にあった秋永月三大佐らの注 目するところとな り、彼 とともに企画
院にあった迫水久常、美濃部洋次、毛里英於菟 ら企画院中枢の革新官僚たちは、笠の発想にヒン トを得
3安 藤 良 雄 著 『現 代 日本 経 済 史 入 門 』 日本 評 論 社 、1963年,1980年(12刷)、255頁。
4同 上 、249頁。
5中 村 隆 英 著 『昭 和 史1』 東 洋 経 済 新 報 社 、
6同 上 、294頁。
1993年、230頁 。
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て 、経 済統制 の基本 的な機構 として 、企業 の性格 を転換 して、増産 を容 易にす るよ うな経 済新体制 をっ
くりだそ うと企てた」。 また 中村は この点に関連 して同様の趣 旨を、E.Pauer(ed.),Japan'sWarEconomy
(1999)所収の英文論文7でも繰 り返す とともに、その笠信太郎 の考えを 「ソ連式計画経済モデル に著 しく
近 い」(closelyresemblesaSovietplanned-economymode1)と指摘 した8。
こ うして中村 の場合は、先 に見 た戦 時統 制経 済の発想 にお け る「ナチス ・ドイ ツの計画経 済」の要 素に
ついては言及 され ることがない まま、経 済新体制イデオ ロギー か ら除外 され 、後者 は、 もっぱ ら昭和研
究会 ・笠信太 郎=ソ 連型 統制経 済に結 びつけ られ るこ とになった。だがそれ は財界 の強い反 対に直面 し、
結 局 ソ連型計画モデルは採用 され るにいた らなか った、 とい うので ある。
上の理解 は、二重の意味で先 の安藤 のそれ と異な っている。 一つは企画院 ・革新官僚の新体制 イデオ
ロギーか らナチ ス的要素 を排除 し、それを もっぱ らソ連型 とした点で あ り、 も う一つはその結果 として
経済新体制確 立要綱 から 日本的ナチ ス理論の要素 を脱落 させ た点 にお いてである。
③ 古川隆久とO.ケルデ(Kerde)の見解 一革新官僚=ナ チス的イデオロギー
経済新体制の構想の作成にあたって、企画院の革新官僚(迫 水久常 ・美濃部洋次 ・毛里英於菟 ら)が
指導的な役割を演 じたことは周知のことである。古川隆久はそれを前提にした上で、彼ら革新官僚 と昭
和研究会 ・笠信太郎との関係を重視する中村隆英(及 び原朗)の 見解に疑問を投げかける。古川は昭和
研究会ではなく、む しろ革新官僚たちの独自的な役割を積極的に評価 し、その思想的立場におけるナチ
ス的影響を指摘する9。「この 『経済新体制』の企画院案立案においても(中略)、主にナチス的、全体主
義的経済学の強い影響下に立案 されたと考えるほうがよいと思われる」。
古川が注目したのは、革新官僚の毛里英於菟らにおけるナチス的政策、 ドイツ地政学、F.リス トなど
の引用や、O.シュパンとゴッ トル ・オッ トリリエンフェル トの思想との結びつきであった10。
0.ケルデは、古川が着 目した毛里の思想形成におけるシュパンの影響を重視する。すなわち彼女は、
先のE.パワー編のJapan'sWarEconomyにおける中村論文にす ぐ続 く論考の中で、革新官僚の構想を日
本の戦時経済のイデオロギー的背景 として捉え、毛里英於菟の思想形成におけるK.ハウスホーファ 一ーと
その地政学的な観点の影響を指摘すると共に、私経済的要素を維持 した国家的計画についての彼 らの立
場にナチス ・ドイツの戦時経済の思想的な影響を推定 した。「ナチ ドイツの計画者 と同様に、日本側の当
7NakamuraTakafusa
,TheJapanesewareconomyasa"Plannedeconomy",in:ErichPauer(ed.),Japan'sWarEcono匝y,
London/NewYork,1999.
80p.cit.,p.16.原文 は 次 の 通 りで あ る 。
Withregardtotheideaofdirectcontrols,thefollowingtwofactsshouldbenoted:first,thisconcept
deniedthelegitimacyofthefreemarketandpostulatedacentrallycontrolledeconomy.Companieswereregarded
asproductionunitstoachievetargetssetbythestate,andthiscloselyresemblesaSovietPlanned-economy
model.Second,theindependenceoffimsandtheprofitprincipleremainedintactwhendirectcontrolswere
introducedinJapan.Basiclegislationaffectingcompanies,suchastheCo皿皿ercialCode,wasneverrevised.
Businesssocietyacceptedcontrolsonatacitunderstandingthattheyweretemporarywartimemeasureswhich
wouldberemovedafterthewar.However,RyuShintaroandtheShowaResearchAssociationcompletelyrejected
thefree-enterpriseprincipleandintendedtotumcorporationsintoanextensionofthegovernment.Ryu
andAssociationmemberssuchasOyamaIwaohadbeenknomasMarxianeconomistsintheearlyl930s.
9古 川 隆 久 著 『昭 和 戦 中 期 の 総 合 国 策 機 関 』 吉 川 弘 文 館 、1992年 、178頁 以 下 。
10同 上
、119頁,178頁 。
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事者 も、大企業の支持なしには何 もできなかったし、またそのようにするつもりもなかった」とll。
しか し、古川もケルデもそれだけの言及に止まってお り、ナチス思想ないしナチス ・ドイツの政策が
日本のそれに直接 どのような形で影響 したかについては述べていない。
④W.M.フ レッチャー(三世)・G.レー ムブルフの見解 一戦前 ・戦時期のナチズム受容一
フレッチャー(三世)は、中村隆英 とは違って笠信太郎を含めた昭和研究会の立場の中にナチズムに対
する両義的な方向性 を見ようとする。ナチスの経済政策への同会の関心は早くから存在 した。経済問題
に関する笠とそのグループはナチス・ドイツの独裁体制に批判的であったが、しかし、彼 らは 「ナチス経
済を日本における統制的経済(managedeconomy)にとって創造的 ・効果的で、しかも適用可能なモデル と
見な した」 とフレチャーは述べる12。彼は笠の経済組織の再編成の構想にもナチス・ドイツとの近似性を
見る13。こうして経済新体制の構想は「ナチス ・ドイツの政策を模倣 した。即ち利潤制限、超過利潤の国
家的監視、経済計画、地域的産業的カルテルの国民的組織化、国民的目標の優位の確認がそれである。」14
このようにフレッチャーの見解は安藤良雄の見方に大きく接近した。 しかしながら彼はナチス的政策
思想 と経済新体制 との具体的な結びつきにっいては立ち入って論ずることを避けた。
フレッチャーが昭和研究会を中心とする同時代知識人の思想的立場を解明 しようとしたのに対 して、
G.レー ムブルフ15は戦前 ・戦時期の日本における ドイツ ・モデルの受容を制度史的に考察する。レームブ
ルフは、日本における ドイツ模倣について明治期を第一期とし、昭和初期のそれを第二期 として捉え、
これを資本主義の戦時体制との関連で理解する。彼は、戦後 日本の体制の特質を戦時経済体制のパター
ンとの関連で理解する最近の研究動向に注目し、それ との関連で1935年か ら45年の時期の 日本人指導
者に対する ドイツ ・モデルの影響を重視するB.ガオの見解6を積極的に評価 し、それを継承す る。
レームブルクは、 ドイツ的な「組織資本主義」の制度的な枠組に対する岸信介らの革新的官僚の関心に
注目するとともに、近衛内閣の下での革新官僚による経済新体制論が 「経済統治の ドイツ的システム」
によって刺激された とみなす。彼は同時に経済団体の再編成に関して果た した財界の役割をも重視 し、
その頂点にある1941年の重要産業団体令が、「ナチス ・ドイツの効率的な経済組織化のモデルから強く
影響を受けた」こと、統制会は ドイツの 「ライヒスグルッペ」にならったものである、と指摘する17。さ
らに彼は労働組織としての産業報国会と ドイツ労働戦線 との類似性にも言及 している。
レームブルクのこの指摘は大変重要である。 しか し彼はそのことについて具体的な論証を行っていな
110rtrudKerde
・TheideologicalbackgroundoftheJapanesewareconomy.Visionsofthe"reformistbureaucrats",
in,Pauer(ed.),op.cit.,とく にp.36.
12Willi・・MilesF1・t・h・rm
、Th・Sear・hf・raN・ ・0・der.1・t・11ectua1・andFasci、mi。Pre。arJ。pan,Th。
UniversityofNorthCarolinaPress,1982,pp.126.cf.p.120.
131bid.,p.128.
141bid.,p.155.
isGerhardL・h・bruch
,Th・instit・ti・nalemb・ddi・g・fmark・tec・n・mi…Th。G。man"。。d。1"andit、i。p。、t。n
Japan・in:WolfgangStreeck/KozoYamamura(ed.),TheOriginsofNonliberalCapitalism.GermanyandJapanin
Ithaca/London2001.Comparison,
16BaiGao
・EconomicIdeologyandJapaneseIndustrialPolicy,Cambridge,1997.
17Lembruch,op.cit.,pp.74-76.レー ム ブ ル ク は 同 時 に 統 制 会 の 機 能 の 弱 さ と 、 そ こ で の 財 閥 の 強 さ と い う 日本 的 特 質
に も 留 意 し て い る 。
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い。 しかも彼は、これに関連する日本経済史ないし日本史の 日本語研究を一切排除した。いずれに して
も彼の指摘はすでに述べた1960年代の安藤 らの認識に重なるもので、決 して目新 しい成果ではかった。
安藤は産業報国会にっいてもより適切な形でこう指摘していた。 「産報はナチス ・ドイツの 『労働戦線』
のイミテーションであ り、右要綱にはそのナチス的臭味もあるが、また観念右翼にも通じる 『皇国経済
学』的表現もある。このあたりにも、日本ファシズムの特徴があらわれているとい うべきであろ う.」18
また安藤の 『現代 日本経済史入門』の先の文章を引用 した1964年の通商産業省編 『商工政策史』第11
巻(1964年、編纂担 当者前田靖幸)は次のように叙述 していた19。「重要産業における統制団体は、統制会
と統制組合に分かれる。前者は全国的産業の統制組織であり、後者は地方的基盤をもつ中小企業の組織
である。この うちとくに重要なのはナチスの ヴィル トシャフツ ・グル ッペにならった統制会であり、そ
の主たる事業は当該産業における生産 ・配給等に関する政府の計画に対す る参画、および当該産業にお
ける生産 ・配給 ・事業に関する統制指導等である。」(傍点は引用者)
⑤ 先行研究の問題点
以上からわかるように内外の専門研究者の多くは、中村隆英を除いて、戦前 ・戦時期の日本の政策思
想、とくに経済新体制のイデオロギー とナチズムないしナチス的政策思想との関連を肯定的に捉えてき
た。制度的にはそれは経済団体の組織化=統 制会と、労働者の組織化=産 業報国会に示 されてお り、そ
れ らはそれぞれナチス ・ドイツのライヒスグルッペ と ドイツ労働戦線 と関係づけられた。
中村の主張するように経済統制、とりわけ戦時経済体制の計画的統制の仕方 として、ソ連型の計画経
済が昭和研究会の笠信太郎ら、同時代の知識人によって注 目されたことは否定できない。だが資本主義
的な立場に立った 日本にとっては、私的所有の否定と生産手段の社会化を土台にしたソ連型の計画経済
は、経済計画の技術的な側面は参考になるとしても、その具体化 ・現実化の前提条件を欠いてお り、そ
のまま適用す ることは不可能であった。 日本の統制経済は資本主義の土台を無視 しては実現 しえなかっ
たからである。こうして私的所有を前提 にし、資本主義を承認 しつつ、しかもそれを国家的に統制 しよ
うとするナチス ・ドイツ方式が 日本にとって最も身近かなモデルとなりえたのである20。
それではこれまでの研究は戦前日本の政策構想 とナチズムない しナチス ・ドイツの政策思想との関連
を十分に解明 したのであろうか。それらの中でこの問題に最も立入って検討を試みたのはフレッチャー
であったが、しか し彼の分析の主たる対象は昭和研究会を中心とする知識人の政策思想におかれており、
安藤良雄が問題にしたような経済新体制そのものではなかった。革新官僚の思想形成に注目した古川 と
ケルデにも同 じことがいえる。両者の研究はなお単なる思想的背景の考察に止まっていた。またガオや
ルームブルフの興味深い指摘も内容的な論証を欠いていた。彼 らはフレッチャーと異なって、日本語に
よる関連研究の成果を無視し、史料にもとつ く自らの分析を欠如 していた。 しかも彼 らは単なる制度上
18安藤、前掲書、252頁。
19通商産業省編 『商工政策史』第11巻、商工政策史刊行会、1964年、465頁。
20日中戦争開始期における国防経済・準戦経済構想におけるソ連型方式の排除とドイツ型統制方式の受容に関しては、
拙稿「日中戦争開始期 日本におけるナチス経済政策思想の受容」明治大学 『政経論叢』第72巻2・3号(2004年2月)参
照。
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の類似点にのみ注目し、そのような制度 と一体となったナチズムの独 自な経済思想の側面を実質上排除
してしまった。経済新体制とナチス思想 との関連、また経済団体の組織化=統 制会とナチス ・ドイツの
ライ ヒスグル ッペとの間の、また産業報国会と ドイツ労働戦線 との間の構想上思想上の関係についてい
えば、現時点の研究状況は全体として、1960年代の安藤良雄らの出発点での簡単な指摘以上には出てい
ないのである。
(2)経済新体制確立要綱の内容
経済新体制の政策思想は、1940年12月7日に閣議決定された経済新体制確立要綱(以 下要綱)の 中に
集約的に表現されている。この要綱は確に企画院 ・革新官僚と、それに対立する財界主脳部との間の「妥
協」の産物に他ならなかった。安藤はそれを何 よりも企画院官僚 らの革新構想の 「挫折」とい う側面から
理解 した。その場合「妥協」の意味はそのような 「挫折」とい う消極的 ・否定的側面において捉えられた。
同様の消極的理解は中村隆英 ・原朗の上記共同論文の次の文章にも見ることができる21。「以上の経緯か
らわかるように、『経済新体制確立要綱』は、企画院を中心 とする革新官僚 と、財界との間の妥協の産物
として うまれ、その結果、内容には微妙なニュアンスをもった表現が続出している。官庁側 と民間側 と
の構想は全く相異なったまま、この 『要綱』で一応確定された表現を、両者が互に自己の側に有利に解
釈 してその具体化の方向を争 うというのが、『要綱』確定後 『重要産業団体令』の制定か ら統制令の設置
にいたる過程をなすものであった。」
しか し国防 ・戦時経済体制の構築は、 日本の場合、資本主義体制を土台にしてはじめて可能となる。
そのために政府は、何よりも資本主義的な企業家団体、つまり財界 ・経済界の体制への協力を必要 とし
た。そ して要綱の決定を通 じて、戦時経済体制をめざす政府 と、国家的経済統制の強化にこれまで抵抗
してきた財界とはともかくも 「妥協」に到達 したのである。その 「妥協」は、確に革新官僚の当初の構
想の後退を物語るとしても、しかし他方では経済統制に対する財界側の立場の抵抗か ら協力への転換を
意味していた。これまで見られた経済界主導のいわゆる「自治統制」と官僚的な 「官治統制」との対立は、
両者の妥協としての 「協力統制」・「協働統制」へ と移行 したのである。その意味で政府 ・軍部にとって
戦時体制の最も基本的な条件は確保された。「妥協」は積極的な意義を有 していたのである。
それでは要綱はどのような内容を備 えていたか。要綱の内容は基本方針、企業体制、経済団体の三つ
から構成されていた。以下その原文を紹介 しよう。
1.基本方針
日満支を一環 とし大東亜を包容 して自給自足の共栄圏を確立し、其の圏内に於ける資源に基きて国防
経済の自主性を確保 し官民協力の下に重要産業を中心として綜合的計画経済を遂行し以て時局の緊急に
対処 し国防国家体制の完成に資 し依って軍備の充実国民生活の安定国民経済の恒久的繁栄を図 らんとす
而 して之が為には ←う企業体制を確立し資本、経営、労務の有機的一体たる企業をして国家綜合計画の
21中村 ・原 ,前掲 論 文,102頁。
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下に国民経済の構成部分 として企業担 当者の創意 と責任 とに於て自主的経営に任ぜしめ其の最高能率の
発揮に依って生産力を増強せ しめ 口公益優先、職分奉公の趣旨に従って国民経済を指導すると共に経済
団体の編成に依 り国民経済をして有機的一体として国家総力を発揮 し高度国防の国家目的を達成せ しむ
るを要す
本要綱の実施に当りては現下の時局に鑑み其の緊急なるものに重点を置き必要に応 じ逐次之を実施す
るものとし生産力の低下、配給の不円滑を生ずることなく民心の不安を来すことなきを期す尚本体制の
整備に即応して関係行政機構及其の事務の再編成を行ふ
2.企 業体制
企業体制を確立し各箇の企業をして国家 目的に従ひ其の創意 と責任 とに於て之を経営せ しめ生産の確
保増強を期す
一、企業は民営を本位とし国営及国策会社に依る経営は特別の必要ある場合に限る
二、企業は其の性質に依 り一定の基準に従ひ之が設立等に付必要に応 じ制限を加ふ
三、企業は其の性質に依 り一定の基準に従ひ生産計画拉に技術的見地より見て之を分離結合せ しむるこ
とを得
四、中小企業は之を維持育成す但 し其の維持困難なる場合に於ては自主的に整理統合せ しめ且其の円滑
なる転移を助成す
五、企業は国家的生産増強に寄与せ しめ又其の恒久的発展を遂げしむる為適当なる指導統制を加ふ
イ、主要物資の価格を公定するに当りては中庸生産費を基礎とし適正利潤を計上す
ロ、国民経済の秩序保持に障害ある投機的利潤及独占的利潤の発生を防止すると共に適正なる企業利
潤を認め特に国家生産の増強に寄与 したる者に対 しては其の利潤の増強を認む
ハ、企業利益の配分に当りては適当なる制限を加ふるも其の超過部分は公債其の他を以て留保 し一定
条件に従ひ一定期間後に於て処分するの途を拓く
二、発明発見に依 り国家生産の増強に寄与 したる者に対 しては特別なる報奨の途を講ず
ホ、技術は之を公開するの途を拓き其の優秀なるものに対しては適当の報奨を与へ以て其の進歩を促
進す
へ、企業の設備更新を容易ならしめ其の他企業の基礎を強固ならしむる為償却を強化す
ト、企業の国家的生産増強に対する寄与に応 じ重点的に其の拡充発展を助成す
六、農業水産業経営の企業体制に付ては別途之を考慮す
3.経 済団体
、経済団体組織
イ、重要産業部門に付ては企業及組合を単位 とし同一業種に属する業者又は同一物資に関する業者を
網羅する業種別又は物資別経済団体を組織す
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(1)経済団体は之を特殊法人とす
(2)経済団体は業者の推薦に基き政府の認可する理事者指導の下に之を運営す
ロ、其の他の産業は前項に準 じ必要に応 じ業種別又は地域別系統団体に組織す
ハ、外地の企業は外地各地域に於て前各項に準 じ夫々経済団体 を組織す但 し内地との一元的統制 を特
に必要 とするものに付ては全国的統制に付適当なる措置を講ず
二、経済団体を組織するに付特に留意すべき事項左の如し
(1)経済団体の編成に当りては重要なるものより逐次必要の順序に依 り之を組織す
(2)軍事上特に必要ある企業に付ては別途之を考慮す
(3)全産業を統轄する最高経済団体は必要ありと認めたるときに於て之を設置す
二、経済団体の職能
イ、重要産業経済団体の職能左の如 し
(1)政府の協力機関として重要政策の立案に対し政府に協力す ると共に実施計画の立案及
其の計画実行の責に任 じ且必要ある場合に於ては政府に意見を具申す
(2)前項の計画実行に付下部経済団体及所属企業の指導に任ず
(3)必要に応 じ生産、配給等経営の実績調査を為す と共に生産品の品質規格の検査の衝に当り下部
経済団体を監督す
(4)共同計算その他の方法に依 り犠牲事業等に対 し共助の実を挙げ産業の発展に資す
ロ、その他の団体の職能も概ね右に準ず
三、政府の監督及大政翼賛会との関係
イ、政府は経済団体を指導監督す
経済団体の整備に伴ひ其の運営は之を出来得る限 り自主的な らしめ指導監督は大綱に止む
ロ、政府は経済団体の組成発達を図る為大政翼賛会と協力す
四、農林水産業に関する経済団体組織に付ては別途これを考慮す」
(3)要綱 におけるナ チス的要素 と財界 のナチズム受容
安藤良雄は先に見たように要綱の特徴的なスローガンとして公益優先と職分奉公とをあげていた。それ
は要綱の基本方針における「公益優先、職分奉公の趣 旨に従って国民経済を指導する」という観点に該当する。
公益優先 ・職分奉公(または職域奉公)を新体制の基本原則として重視する見方は、すでに経済新体制問題
の当初か ら現れていた。
たとえば 『エ コノミス ト』編輯次長岩井良太郎は、要綱の決定以前から公益優先と職域奉公が 「指導
者原理」と共に 「新体制経済三原則」をなす と指摘 していた22。また経済思想史の第一人者上田辰之助(東
京商大)が 次のように述べた23のもその一例である。「経済新体制は新秩序の世界観に即応す るものであ
22岩井 良 太 郎 「職 域 奉 公 ・公 益 優 先 ・指 導者 原理 」 『統 制 経 済』 第1巻4号(1940年12月)
。23上田辰 之助 「経 済 新 体 制 の 世 界観 」同 上 、第2巻4号(1941年4月)10頁 、同 署 『経 済 人 ・職 分 人 』理 想 社 、1942年、
139頁。
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り、新秩序の樹立は必然的に高度国防国家の整備充実を要求す るものであるといふ点に問題の核心がっ
かまれる。この根 本事実を1っ のエ ピグラムとして表現 したものがすなはち 『公益優先』の標語である。
そして 『職域奉公』はその方法を示 したものである。」
公益優先の観念はナチス ・ドイツから日本に移入された。経済学者 ・気賀健三(慶応義塾大学)は 、
この思想 の由来について次のように説明している24。「公益優先の思想は、元来ナチスの綱領の一つたる
『公益は私益に優 先す』 といふ一條から出たものであるが、あながちナチスの専売となすべきものでな
く、全体主義から生まれる当然の原則である。」
すなわ ち公益優先とい う言葉の原語はナチスのGemeinnutz(geht)vorEigennutzであったのである。
木下半治編『新体 制辞典』(1941年)はそれをナチス党綱領24条か ら出ているとしてこう記 している。「ナ
チス綱領24条よ り出づ。唯物的利己主義に対して民族共同体を強調するナチズムの一原則。近来 日本の
新体制に関す る指導原則にも同 じ言葉が用ひられている。」25
それではナチス党綱領24条とは何か。ナチス・ドイツの大部な準公式書物 『民族社会主義国家の基礎 ・
構成及び経済体制』全3巻 の 日本語訳である 『新独逸国家大系』全12巻(日本評論社)は 、当時の日本
人にナチス ・ドイ ツを紹介する半ば国家的な翻訳事業 となったが26、1939年に刊行された同書第1巻 に収
められた 「ナチス党 〔NSDAP〕綱領」(今中次麿訳)によると、第24条(信念の革命)は 次の通 りであっ
た27。
第二十 四條 「我 等は、国家の存立に危険を及ぼさず、又は、ゲルマン人種の倫理的及び道徳的感情に
反せざる限 りにおいて、国内における総ての宗教的信仰告白の自由を要求す。
か くの如 きもの としての党は、宗教的に、一定の信仰に拘束せ らるることなく、実証的基督教の立場
を代表す。党は私 どもの内及び外における、猶太的唯物主義的精神を克服せんとするものにして、党は
私 どもの国民の持続的復興が、次の原則に基き、専ら内面より発生し得べきことを確信す一公益は私益
に先んず。」
ナチスのGemeinnutzvorEigennutzの観念は、 ドイツ人の民族的共同的利益を私的利益に対 して優先
することを意味 し、それは 「ユダヤ的唯物論的精神」、すなわち貨幣崇拝主義 と、またマルクス主義との
闘争 とに結びつけ られた。この課題は、ナチス党の最重要命題、すなわち至上命令 とされた。要綱の基
本方針における 「公益優先、職分奉公の趣 旨に従って国民経済を指導する」とい う 「趣旨」はまさにこ
のナチス的観念に基づいていたのである。
だが公益優先原則は私益を否定 しない。ナチズムはむ しろ逆に個人の私的イニシャチヴ、その責任性
と創造性 を重視 していた。ナチス党は私的所有原則 とそれに立脚する資本主義的な営利原則 とを承認 し、
その生産力的な発 展を歓迎したのである。
ナチス経済の専門家 ・長守善はナチス政権の出現直後にその体制を次のように捉えていた28。長はまず
24気賀 健 三 著 『経 済 政策 の根 本 問題 』 有 斐 閣 、1941年、390頁。
as木下 半 治 編 『新 体 制 辞 典』 朝 日新 聞 社 、1941年、56頁。
26本書 に つ い て は 、 前掲 拙稿 「日本 に お け る 『経 済 新 体 制』 問 題 とナ チ ス 経 済思 想 」67頁以 下。
21『新 独 逸 国 家 体 系 』 日本評 論 社 、1939年、284頁。
28長守 善 著 『フ ァ ッシ ョ的 統 制 経 済 』 日本 評 論 社 、1934年、115頁,121頁以 下。
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こう説明する。ナチスはイタリアのファシズ ムと同 じように、個人主義的 自由主義経済 とも、また社会
主義経済 とも異なる別個の経済組織の樹立を企図す る。ナチスにおいてその新経済組織の確立の上に何
よりも要求されるものは共同精神である。即 ち、ナ チスは経済の絶対的優位を保証する従来の資本主義
経済ないし社会主義経済思想に対 して、新しい有機 的思想をもって対抗する。換言すれば民族 と国民 と
の有機的全体性が何よりも高調されねばならないのである。 この有機的経済思想の表現は、ナチス経済
の絶対命令である、公益は私益に優先す、とい う言葉に現われている。この言葉がナチスの経済的要求
の根本原則であ り、これによってのみナチスの経済観 は理解 され る、と。
しかし同時にナチスは一長は指摘する一 「創造的人間の 自由なるイニシャチーヴ」と 「全体の為の各
個人の責任」を承認する。っま り 「此処に云 はれる統制経済はボル シェウィズムに於ける計画経済 と反
対に、個人の企業活動と企業家精神 との余地 を出来 るだけ広汎に残す と共に、国家は全体利益の調和を
最も円満に計 り得るが如き経済形態の実現に努力す る。」
経済新体制が問題になる当時の日本において、ナチス体制の この個人的イニシャチヴ重視 とい う側面
に注 目したのは、これまで国家的な経済統制 に対 して 「自治統制」をもって抵抗 してきた財界であった。
経済界の重鎮、日本経済連盟会会長の郷誠之助がナチス方式の特徴を、私有財産と個人的イニシャチヴ
の承認及び反ソヴィエット思想であると理解 したのはその典型である29。財界を代表する郷のこのナチス認
識は著しく重要である。何故ならば財界は当初 ヒ トラー ・ナチス党の民族社会主義(Nationalsozialismus)
における 「社会主義」が含む反資本主義的な要素を警戒 し、それに対 してアンビバ レン トな立場を示 し
てきたか らである30。郷の上のナチズム認識は財界におけるナチス理解 とその評価の転換を意味するもの
であった。
ナチス的経済体制に対する財界の認識の転 換は、 この間の 日本でのナチス ・ドイツ研究と経済界 自体
のナチス分析にもとつく面もあったが、 しか しその重大なきっかけは1940年春に来 日したナチス ・ドイ
ツの経済使節団、とくにその代表である財界 人 ・E・ヘルフェリヒ(EmilHelfferich)との交流によるも
のであった31。ヘルフェリヒは、当時冷却状態 にあった 日独間の関係を改善するため1940年2月に ドイ
ツ外相 リッツベン トロップが 日本に派遣 したアジア通のハムブルク経済人であった。ヘルフェリヒは4
月に帰国するまでの滞在中に日本の政財界要 人 と積極的に接触 した。 日本財界の トップ、日本経済連盟
会長 ・郷 との結びつきはその中でも両者にとって とりわけ重要な意味を有 した32。
za前掲拙稿、98頁。
soたとえば 日本工業倶楽部調査課著 『ヒトラ政治下独逸資本主義の変貌』実業之日本社、1940年、所収の初期の分析、
参照。31以下についての詳細は、前掲拙稿、96頁以下、 とくに拙稿「日本経済界のナチス政策思想の受容 とドイツ使節団一
新体制問題 と日独伊三国同盟締結の中で一」工藤章 ・田嶋信雄編著 『日独関係史』東京大学出版会、刊行予定。32『男爵郷誠之助君伝』(郷男爵記念会、1943年)はこのエ ミール ・ヘルフェリヒ(文中「エンリル ・ヘルフェリッヒ」)
との交流について次のように伝えている(同、726頁以下。但 し当人は博士でもなく、またハイデルベルク大学出身で
もない。)「外人を自邸に招んだり、又は外人から招ばれた りすることは、男爵は実はあまり好まれなかった。露骨に
云へば億劫に思はれたのであらう。だが、ひとたび国策上な り、国益上必要だといふことであれば、数千円の私費を
投 じて外人を自邸に招かれたもので、かういふことも度々あつたのであるが、そんな場合いつも男爵の外国に関する
該博な知識が光った。先年ハンブルグ・アメリカ汽船会社社長であったエンリル ・ヘルフェリッヒ博士を一夕男爵の
私邸に招待 し、例の如く御自慢の天麩羅を御馳走された際に、男爵は若か りし日のハイデルベル ヒ大学生活の模様を
詳 しくはなされたところ、同大学出身の後輩たるヘルフェ リッヒ博士も ドイツ人の自分が初めて知ったと云って驚嘆
したものである。」
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ヘルフェリヒは3月 に日本経済連盟会で講演 し、その中で 「公益は私益に先行する」の原則にもとつ
くナチス的統制経済は、協同体思想に立脚 してお り、無制限な利益追求を否定す るが、しか し同時に私
的所有を土台とする個人のイニシャチ ヴ、個人の責任 ・意思をナチスは重視 していることを強調 した。
ナチ ス的統制経 済は 自主的 な統制的経 済方式で あって、 「計画経 済」で はな く、 「経済指導」
(Wirtschaftslenkung)の用語が該 当する。それはより高度の 自由の原則であり、そのために国家 と経済
界との協力の問題の解決が不可欠である。そしてその際重要な役割を果たしているのが、労働の組織化
としての ドイツ労働戦線 と並ぶ自主的産業団体の組織化である。企業家の経済的利害の保護 ・促進 をめ
ざすこの経済組織は、二つの面をもっている。一つは それが経済界の自治機関であるとい う点と、もう
一つは国家的政策を実行 うる制度である点とであ り、それを通 じて国家 と経済とが相互に結びつくこと
になる。それによって官僚的干渉を回避 して、自己の責任で活動を行なうことが可能になる、と。
ヘル フェリヒの講演をきっかけにして財界は、ナチス的な公益優先の原則 を認め、行政官庁の干渉を
警戒 しつっ、しかし、経済界の創意 と責任にもとつく政府協力の方向を打ち出すことになった。その際
財界が重視 したのは、ヘルフェリヒが強調した民間経済団体の産業別 ・業種別組織化 と、その自主的 ・
自治的活動であった。企画院 ・革新官僚の新体制構想に対置 して財界が強調 した、利潤思想の是認、民
間の創意と熱意にもとつく企業経営、官庁による大局的指導 ・監督、とい う立場は、このようなナチス
経済認識を土台にしていたのである。
経済新体制問題が大詰めを迎えた12月4日、すなわち経済新体制確立要綱決定の3日 前に郷誠之助 ・
池田成彬 ・井坂孝 ・結城豊太郎 ・平生鍋三郎 ・八田嘉明 ・中島久萬吉ら財界有力者20数名が会合 し、経
済界の代表的見解 として 「経済新体制に関する意見書」を作成 した。「利潤思想の是認」はこの 「意見書」
の最も重要な要求項 目であったが、そこでナチス ・ドイツの事例が引用 されたのは決 して偶然ではなか
った。
「意見書」はこう指摘 していた33。「故に独逸の如 く営利心を排撃せずして之が純化を唱道 し企業経営の
目標が国家 目的に背馳せざる正常の利潤あるに於ては如何なる高率の利潤ならむも国家とて寧ろ奨励す
べきものに非ずやと信ず」(傍点は引用者)
財界の一連の主張は経済新体制確立要綱の 「基本方針 と 「企業体制」の中に組み込まれた。官民協力、
国家的綜合計画の下における企業担当者の創意 ・責任に基づく企業の自主的経営、民営本位、また国家
による指導統制、国家的生産増強寄与者の利潤増大の承認、等々がそれである。それはいずれもナチス
的政策思想の理解に結びつくものであった。安藤が 「国家社会主義イデオロギー」に対立させた 「日本
財界イデオロギー」も実は一種の 「ナチスのイミテーション」であったのである。
ところで公益優先原則に基づ く国家的指導統制の方向と企業の民営 ・自主的経営の原理 とを媒介し、
現実化する機構 として位置づけられたのが経済団体であった。「経済団体」は、「企業体制」と共に、要
綱の中心的な柱となった。要綱は、業種別物資別特殊法人としての重要産業部門の経済団体、その他の
産業における業種別地域別系統団体の組織化を重視 した。その運営は 「業者の推薦に基づき政府の認可
33『経 済 連盟 』 第ll巻1号(1940年1月) 、144頁以 下。
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する理事者指導の下に」行われることになった。それは重要政策立案に対する政府協力、実施計画の立
案 ・実行、経済団体 ・所属企業の 「指導」、等を任務とした。経済団体は政府の 「指導監督」下に置かれ
るが、しかし運営は可能な限り 「自主的」 とされ、政府の 「指導監督」は 「大綱」に止められた。
その趣旨は1941年8月の重要産業団体令により具体化され、統制会が発足するが、それは先の 『商工
政策史』や レームブルフらの指摘の通 り、ナチスの経済グルッペ方式に学んだものであった。
ナチスによる経済団体の再編 と経済グル ッペの編成は、1934年2月の ドイツ経済有機的構成法と同年
11月の同法施行令によって実施 された。上述 したように来 日ドイツ経済使節団の団長ヘルフェ リヒが ド
イツ式統制経済の特徴 として指摘 したのがこの経済団体の有機的編成 とその役割であった。同法により
ナチス ・ドイツの経済団体は「企業家および企業の経済的要求の保護」を任務とする、経済部門を代表す
る唯一の組織として位置づけられた。ナチスの経済組織化とこの経済団体(グ ルッペ)は 、官民協力に
一歩踏み出 した 日本の経済界の関心を強く惹きつけた。民間経済機構の育成 ・強化、それに対する相当
の権限賦与、その創意活用は、財界の新体制構想の核心部分を形づくることになったのである34。
経済団体の組織化はナチス ・ドイツを特徴づける指導者原理(Ftihrerprinzip)と密接に結びついていた。
ドイツ経済有機的構成法は、その第一条に指導者原則の採用を唱え、同施行法は、第三節 「団体指導者の
任務 と権限」において、ライヒ団体指導者一縷済団体指導者一専門団体 ・専門下級団体各指導者、またラ
イヒ団体の地域団体 ・同分局各指導者、経済会議所指導者、等々について定め、第四節で「指導者は民族
社会主義国家の意味において団体を指導」し、「商工業の全体的利益」と「国家的利益」とを考慮すべきこと
が任務 とされた35。
指導者原理は周知のようにナチズムを特徴づける基本原理の一つであった36。上記の木下半治編 『新体
制辞典』はそれを次のように説明した37。指導者原理はナチス組織論の基礎的原理であつて、新体制以来
日本でもこれによるべ しとの声がきかれるようになつた。ヒ トラーによれば、民族は指導者がなければ
没落す る。民主主義、大衆主義を排 し、最良の民族にこの世界を与へ ようとす る民族的世界観は、この
民族の内部においても同様の貴族主義的原則、即ち優越者原理に従って、優秀なる人物にその民族の指
導と最高の勢力 とを与へねばならない。… 民族協同体は優秀なる人物を大衆の上に配置し、大衆をそ
の有能なる人物の下に従属させねばならない。そ してこの優秀なる人物がいわゆる指導者(Ftihrer)であ
る。ナチス理論によれば、指導者には権威はあるが権力はない。指導者は能力や志操等により一般国民
の心服を心得ているので権力を用いる必要がない。権力は必然的に独裁に導 く。権威はそ うではない。
これが指導者と独裁者との区別の要点である。指導者の行動原理はプロシャ軍隊の原則 「各指導者の権威
は上か ら下へ、全責任は下から上へ」とい うことにある。即ち自由主義、民族主義と異なり、大衆は治者
を選定(選挙)す るのではなく、あらゆる場面で指導者が上から権威をもって下に臨み、大衆を指導し、
一方、上級指導者に対 しては全責任を負 う(下に対 しては責任を負はず)。指導者中の指導者が総統即ち
M中 村 ・原 、 前 掲 論 文 、92頁 。
35日満 財 政 経 済 研 究 会 訳 『ナ チ ス経 済 法 』 日本 評 論 社 、1937年、 に よ る。
36指導 者 原 理 は 能 力 主 義 ・エ リー ト主 義 と と も に反 民 主 主 義 に 結 び つ く。そ の 一 般 的 な意 味 に つ い て は 、山 口定 著 『フ
ァ シズ ム』 有 斐 閣 、1979年、158頁以 下 。
37木下 、 『新 体 制 辞 典 』86頁 。
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ヒ トラーである、と。
ナチス組織論の基礎的原理 としてのこの指導者原理が、上記のように、ドイツ経済有機的構成法におい
ても採用された。そして日本の財界リーダーも民間経済機構の建設の構想にあたってこの原理を重視 した。
1939年11月に結成 された経済団体連盟等の全国的組織である中央物価統制協力会議は、1940年8月に
経済団体整備要綱参考案なるものを作成するが、その「主旨」は、「国家経済に綜合的計画性を与ふること
を目的とし、公益優先を第一義とする指導者原理によって貫かれ、且つそれを具現 し得る経済組織を確
立せんがため、経済団体の整備強化を図る」(傍点は引用者)と い う点にあった38。公益優先 と並んで指
導者原理が提唱されたのである。
日本経済連盟会の別働隊としての重要産業統制団体懇談会が作成 した民間経済新体制要綱(1940年9
月)も、同じように基本原則として公益優先原則と、自発性 ・自立性にもとつ く官民一体体制の整備、経
済の組織化 ・機構化、産業別業種別の団体の育成 ・強化を提示 し、それ ら団体への公益的性格の賦与と
創意 ・責任重視の方針を打出 した。その民間経済組織構想は明 らかにナチスの経済有機的構成法をモデ
ルにして作成 されており、「指導者(理事長 ・理事)」、っま り「有能なる人物」の「適所」での「能力」の発揮
が重視 され、かつ「上級団体jから「下級団体」にいたる「指導者原理」が考慮 されたのである39。
以上のように経済機構の育成 ・強化、経済団体の組織化は経済新体制にあたって日本経済界のリーダ
ーが最も重視 したことがらであった。その構想にあたって財界指導部はナチス ・ドイツの経済団体再編
方式をモデル とし、その原理としてナチス的な能力重視、指導者原理の原則を採用した。そして経済新
体制確立要綱はそれを吸収し、先のような形で具体化したのである。
おわりに
経済新体制をめぐる企画院 ・革新官僚と財界との対立は経済新体制確立要綱の形を とって妥協的に決
着 した。その妥協は独自な意味をもっていた。国防 ・戦時経済体制のために不可欠の官民協力体制がと
もかくも実現 したからである。対立を経過 したこの妥協は、対立点を越えて存在する両者の共通性にも
とつく到達点であった。その共通性の基礎にナチス ・ドイツ方式があった。公益優先、民営 自主、経済
団体組織化 と指導者原理がそれである。両者の対立はナチスモデルにおける公益優先原則をより徹底す
るか、民営自主をより重視するかの違いでしかなかった。 この二つの原則は対立的ではあるが、しか し
相互に排除し合 うものではなく、むしろ補完的な関係にあった。その補完関係を媒介する原理がまさに
経済団体の有機的編成であり、指導者原理であったのである。両者は確に異なった観点に立っていたが、
しか し、ナチス的な原理の中に含まれたこの対立 ・補完関係を共通 して認識 していた。妥協はこのよう
な共通性にもとつく結合を意味 していた。要綱は安藤の述べるような単純な「作文」ではなかったのである。
以上われわれは経済新体制確立要綱のナチス的性格を明 らかにしてきたが、 しか し日本の新体制はナ
ss『経 済連 盟 』 第10巻4号(1940年10月) 、133頁。 原 ・中 村 、 前 掲 論 文 、95頁。
39同上 『経 済 連 盟 』126頁以 下 。
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チス経済思想 と全く異なった要素を合わせもっていた。安藤のい う「観念右翼的皇道経済学」の要素であ
る。しかしながら要綱についてみる限 り、それを強く表現する文言はあまり見当らない。公益優先の「公」
は天皇制国家に他ならないが、しか し、それは明示されてはない。職分奉公の 「職分」は、「分」を重視
する土方成美の日本経済学的な要素を含むように見えるが、しかしそれは職能 ・職域 を意味 し、従って
む しろナチスのStandeに近いニュアンスをもっている。ただ 「奉公」の方は、「滅私奉公」と結びつけ
られる封建的な色合いをはっき りと示 している。 この表現を除くと、要綱は国民精神総動員運動に見 ら
れるような伝統主義的 ・日本主義的な標語を表面に出すことを控えていた。
要綱決定の直後、41年1月に発表 された財界の「経済新体制実施に関する意見書」が第一の意見として
「我国独特の発達を遂げたる経済道の美点を尊重すべきこと」40を求めたのはそのような理由によるもの
といえよう。そして経済新体制とともに日本的な伝統主義、家族主義、国体思想 とナチス的な原理との
結合が意図的に促進 されることになるのである41。
(やなぎさわ おさむ)
go同上 、 第ll巻2号(1941年4月)。
"こ の 点 に 関 して は上 記 拙稿 、101頁以 下 、 参 照。
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